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研究成果の概要（和文）：本研究はエチオピアにおけるインクルーシブ教育にかかわる関係者の認識を分析する
ことにより、現地のインクルーシブ教育実践の課題および現地に適合した「インクルーシブ教育」を実現するた
めの方策の検討を試みた。国際的には、障害児が通常学校に就学できるよう、特別学校／学級を閉鎖している。
エチオピアでも、既存の通常学校に障害児を積極的に就学させているが、他方で、特別学校／学級の閉鎖ではな
く、在籍する障害児がその特別学校／学級にとどまり、非障害児を受け入れることによって「インクルーシブ教
育」を実施している。この状況は、エチオピアにおけるインクルーシブ教育の文脈化といえるだろう。

研究成果の概要（英文）：Internationally, many countries have closed special schools/classes to 
facilitate children with disabilities attending regular schools to promote inclusive education. This
 is partly because of the international agenda, including the Salamanca Statement. However, in 
Ethiopia, inclusive education has been implemented not by closing special schools/classes, but by 
allowing children with disabilities enrolled in special schools/classes to remain in those 
schools/classes while welcoming children without disabilities. Furthermore, these special 
schools/classes have shifted to regular schools/classes while retaining the characteristics of the 
special schools/classes. This approach to inclusive education differs from that of many other 
countries. This situation may result in the contextualization of inclusive education in Ethiopia.

研究分野：教育社会学

キーワード： インクルーシブ教育　エチオピア　アフリカ　障害児教育　特別教育

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の目的は、エチオピアを事例に、障害児の初等教育に焦点をあて、現状に見合ったインクルーシブ教育モ
デルを検討することである。また、当事者の観点を含めた多様な視点を重視する。本研究の主な学術的・社会的
な意義は以下の３点である。
１．国際的に推進されている、インクルーシブ教育の在り方に対して疑問を呈し、インクルーシブ教育を捉えな
おし、多様な在り方を示したこと。２．開発途上国における当事者の認識を踏まえた質的研究が十分でなかった
ため、本研究の成果は学術的に貢献できること。３．インクルーシブ教育の研究により、SDGsの教育目標である
「質の高い教育」の実施に関して、他国への示唆が与えることができること。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 

 

インクルーシブ教育（Inclusive Educationの頭文字をとって、以下ＩＥと記す。）とはすべ

ての子ども各々が持つ教育のニーズを考慮した教育を指すことである。ＩＥは、1994年に国際

人権会議における「サラマンカ宣言」によって提唱された。宣言の第二条では、「すべての子ど

もは、教育を受ける基本的権利を持ち、各々が持つ特別な教育ニーズに考慮された教育の機会

が通常学校で与えられなければならない」という基本的な考え方が示されている（UNESCO 

1994,viii頁）。このような背景のもと、通常学校による一元方式のＩＥが推進されている。さら

に、国連で合意された2030年までの国際目標である「持続可能な開発目標（SDGs）」の教育目

標（第4目標）には、「インクルーシブ」というが含まれていることもあり、ＩＥが国際的に注

目を集めている。 

障害児に対する教育制度の実施形態は、一元方式、二元方式、多元方式がある。具体的に

は、全ての子どもたちが通常学級で学ぶことを主流とする一元方式のいわゆるＩＥと、通常学

校と障害児を専門的に受け入れる特別学校で完全に教育を区分する二元方式を両軸とし、部分

的に一元方式や二元方式を取り入れる多元方式がある（落合・島田 2016）。実際には、多くの

国は多元方式であるが、開発途上国を含め、多くの国々において一元方式によるＩＥの導入が

国際的に進んでいる。 

一元方式のＩＥが推進される中で、批判もある。2005年に世界ろう連盟、世界盲人連合、世

界盲ろう者連盟が「ろう、盲、盲ろう者のためのインクルーシブ教育に関する声明」を出し、

その中ではＩＥを支持するとしながらも、｢地域の学校に全ての子どもたちをインクルージョン

するという名目で、教育の場を選択する権利をなきものにしようとしている」と訴え、障害児

を通常学校／学級に吸収させることに対して懸念を示している。点字や手話、歩行訓練を専門

的に学ぶことができ、同じ障害のあるロールモデルに出会うことができる特別学校／学級の重

要性と、教育を選択できる権利を訴えている。2016年にも世界ろう連盟は同様の主張を継続し

ている。このように、教育の選択の権利の議論も含め、一元方式のＩＥに対して批判的な意見

もある。しかしながら、ＩＥが国際的に推進される中で、このような議論が欠如している場合

が多い。国際的な後押しを受け、開発途上国においても、初等教育の完全普及を目指し、ＩＥ

が無批判に導入されている可能性が高いことが、本研究における問題意識である。 

 

２．研究の目的 

多くのアフリカ諸国においてもＩＥが積極的に導入されており、東アフリカに位置するエチ

オピアも、2006年には「特別なニーズ教育プログラム戦略」を策定し、障害児に焦点をあてた

ＩＥを推進している。エチオピアのこの政策策定は、近隣諸国と比較すると早い段階での導入

である。しかしながら、障害児を含む「特別なニーズ教育を必要とする子ども」の初等教育就

学率は2015年の時点でわずか4.4％である。（一方で、エチオピア全体の初等教育における純就

学率は、2015年には96.9％に達している。）障害児を含む特別なニーズ教育を必要とする子ど

もの多くが現在も就学できていない状況にある。そのような中で、現状に見合った非一元式

（二元式もしくは多元式）でのＩＥモデルを、本研究を通じて探索し、すべての子どもたちに

とって、公正で質の高い教育を提供する「インクルーシブ教育」を検討する。 

 



 

３．研究の方法 

 

 研究方法は、エチオピアにおける公立小学校の事例研究である。調査対象者に対して半構造化

インタビューを実施した。インタビュー対象者は、障害児、非障害児、校長、教員、障害児の保

護者、非障害児の保護者である。 

2020 年度から 2023年度（1年延長）の実施期間であった本研究費においては、新型コロナウ

ィルス感染症の影響およびエチオピア国内の治安悪化のため、2020年度および 2021年度はフィ

ールド調査を実施できなかった。また 2022 年度及び 2023 年度のフィールド調査も短期で首都

アディスアベバのみとなった。全体として柔軟性をもって研究を実施することになった。 

 
４．研究成果 
 

国際的な潮流をうけ、エチオピアにおいても通常学校における障害児の就学は進められてい

るが、他方で、特別学校／学級においても非障害児を受け入れている。このような特別学校／学

級における非障害児の受け入れに着目し、本研究では関係者の認識を探ることで、現地のＩＥに

おける実践の課題を明らかにした。具体的には、障害児と非障害児が共に教育を受けることで、

非障害児が障害を理解し、非障害児を助けるのみならず、障害者に配慮した社会の実現に貢献で

きるとして、このような特別学校／学級における非障害児の受け入れを評価する声が聞かれた。

さらに、聴覚障害児の保護者は、非障害児と共に教育を受けることに平等性を感じ、肯定的に受

け止めていた。このような観点は、先行研究で示された、障害児を通常学校に受け入れる際の期

待とも重なる。したがって、障害児と非障害児が共に教育を受けることの意義を本研究はさらに

強調したといえる。  

非障害児の立場から見た、特別学校／学級で非障害児が教育を受けることの利点として、非障

害児の将来の選択肢を広げる可能性のある手話の習得に加え、給食や教材などの外部からの支

援が挙げられた。また、１学級が少人数であるため、教員による個別支援が期待され、質の高い

教育が受けられると認識する保護者もいた。このような利点に基づけば、この特別学校／学級で

非障害児が教育を受けることは、障害の有無にかかわらず、生徒にとって理想的な「インクルー

シブ教育」であるように思われる。 

しかしながら、同時に課題も明らかとなった。まず、障害児と非障害児の学習理解度に差があ

ることがわかった。これは、就学前教育の不足による学習準備状況の差に起因している可能性が

あり、エチオピアでは障害児が受けることのできる就学前教育が限られていることを示唆した。

また、聴覚障害児が手話、発語、読話を使用する環境では、手話の能力が十分に習得できない可

能性について、特に聴覚障害のある教員が危惧していた。教員によっては手話の技能が十分でな

いことも一因である。本研究では、就学前の学習準備状況の違いに対する配慮、そして障害に応

じて必要となる専門的な技能の教育方法について検討する必要性を強調したい。そして、この点

については、障害児が就学している通常学校においても広く検討される必要がある。 

聴覚障害児に対する手話の習得に懸念があったように、非障害児の立場からは、母語の習得に

ついて懸念が示された。したがって、母語と手話のバランスを検討する必要性が示唆された。さ

らに、非障害児が手話通訳を担うことに対して、障害児の保護者や一部の教員が批判的な意見を

持っていたことから、手話通訳の雇用に係る体制を整備する必要があるだろう。  

また、本研究では、非障害児が抱える問題も改めて浮き彫りになった。一般的に公立の通常学

校では、1学級の人数が多いため、教員が生徒一人ひとりに配慮することが難しく、結果的に教

育の質が低下している点である。また、本研究では、非障害児が特別学校／学級に通う動機とし



て、朝食と昼食の無料提供、制服や学用品の無料支給が挙げられた。このような状況から、通常

学校に就学する非障害児、特に経済的な貧困家庭の生徒が政府や学校から十分な支援が得られ

ず、通常学校に通うことに対して困難に面している可能性が示された。また、非障害児の保護者

は、特別学級における 1学級の人数が少なく、教員が生徒一人ひとりに配慮できる環境を評価し

ており、それが教育の質の向上につながると認識していた。このように、本研究では、非障害児、

特に私立学校に通わせることができない経済的な貧困家庭の生徒が面している課題も明らかに

した。 

本研究は、エチオピアにおけるＩＥにかかわる関係者の認識を分析することにより、現地のＩ

Ｅ実践の課題および現地に適合した「インクルーシブ教育」を実現するための方策の検討を試み

た。国際的には、多くの国がＩＥ推進のために、障害児が通常学校に通うことができるよう、特

別学校／学級を閉鎖もしくはその数を減らしている。これは、サラマンカ声明をはじめとする国

際的アジェンダが一因である。エチオピアでも、既存の通常学校に障害児を積極的に就学させて

いるが、他方で、特別学校／学級の閉鎖ではなく、在籍する障害児がその特別学校／学級にとど

まり、非障害児を受け入れることによって「インクルーシブ教育」を実施している。さらに、そ

こでは特別学校／学級の特徴を維持している。このような「インクルーシブ教育」の実践は、他

の多くの国とは異なる。教育省の担当官によれば、エチオピアでは、資源が限られているため、

迅速かつ抜本的なＩＥの推進は困難であるという。そのため、ＩＥが緩やかに実施されており、

このような特別学校／学級がうまれている。この状況は、エチオピアにおけるＩＥの文脈化とい

えるだろう。  

サラマンカ声明では、全ての子どもに対して通常学校での教育へのアクセスを与えることを

求めており、同時に初等教育完全普及を達成するために、低所得国の多くは、障害児を無批判に

通常学校へ受け入れる「インクルーシブ教育」を推進してきた。しかしながら、サラマンカ声明

は、「全ての子どもは、教育を受ける基本的権利をもち」、特別な教育的ニーズをもつ子どもは、

ニーズに合致した教育機会を得ることを重視している。また、2030 年を目標年とする SDGsの目

標 4には、インクルージョンとともに、教育の質も含まれている。子ども一人ひとりの特別なニ

ーズに配慮した教育は質の高い教育だといえるだろう。地域の事情を考慮しながら、それぞれの

国が独自の「インクルーシブ教育」を展開する必要がある。 

本研究で示した、一部の特別学校／学級での非障害児の受け入れを行うエチオピアの事例を

通じて、ＩＥを実践する上で考慮すべき課題を明らかにすることができた。低所得国におけるＩ

Ｅの実施の一つの方策として、特別学校／学級を安易に閉鎖するのではなく、特別学校／学級が

有する資源や機能の有効性を強調するとともに、より効果的な実施方法について今後の研究で

検討したい。 
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